
平成 14年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成１３年１１月１９日

上場会社名       昭和産業株式会社 上場取引所 東証・大証第一部

コード番号       ２００４ 本社所在都道府県 東京都

問合せ先 責任者役職名 総務グループマネージャー

氏        名 大熊   進 ＴＥＬ (03) 3257 - 2011

中間決算取締役会開催日 平成１３年１１月１９日 中間配当制度の有無 有

中間配当支払開始日 平成１３年１２月１２日

１. １３年９月中間期の業績（平成１３年４月１日 ～ 平成１３年９月３０日）

(1)経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 9月中間期 62,792 △ 0.4 1,384 △ 40.9 1,552 △ 25.8
12年 9月中間期 63,042 △ 4.7 2,344 5.3 2,091 △ 9.3
13年 3月期 125,843 4,430 3,666

百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 681 △ 32.3
12年 9月中間期 1,005 △ 3.3
13年 3月期 1,706
(注)①期中平均株式数    13年 9月中間期   187,818,450 株   12年 9月中間期   192,755,783 株   13年 3月期   192,085,695 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況

円　銭 円　銭

13年 9月中間期

12年 9月中間期

13年 3月期

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期

12年 9月中間期

13年 3月期

(注)期末発行済株式数    13年 9月中間期   186,269,898 株   12年 9月中間期   191,993,898 株   13年 3月期   188,938,898 株

２. １４年３月期の業績予想（ 平成１３年４月１日  ～  平成１４年３月３１日 ）
　

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 127,000 2,800 1,200 3.00 6.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 6円44銭

中間配当金

１株当たり

3.00

売   上   高 営　業　利　益 経　常　利　益

１株当たり中間
中間(当期）純利益

(当期）純利益

3.00

－

121,238

123,232

総  資  産

121,440

46,771

49,122
48,021

3.63

5.22

8.88

１株当たり

年間配当金

6.00

－

１株当たり株主資本株主資本比率株  主  資　本

－

38.6
39.9

39.5

251.09
255.85

254.16

１株当たり年間配当金
売   上   高 経　常　利　益 当　期　純　利　益
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１－(１)．中間貸借対照表

『資産の部』 （百万円未満切捨て）

（当中間期） （前  期） （前年中間期）

科    目 平成13年9月30日 平成13年3月31日 増  減 平成12年9月30日

資   産   の   部 121,238 121,440 △ 202 123,232

流  動  資  産 38,918 39,221 △ 302 38,873

現 金 ･ 預 金 1,062 3,667 △ 2,605 1,503

グ ル － プ 内 預 入 金 1,600 － 1,600 －

受 取 手 形 1,618 1,899 △ 281 2,016

売 掛 金 19,441 18,580 860 20,063

有 価 証 券 149 150 △ 0 149

た な 卸 資 産 12,829 12,067 762 12,287

繰 延 税 金 資 産 267 1,086 △ 818 1,785

そ の 他 の 流 動 資 産 2,084 1,900 184 1,210

貸 倒 引 当 金 △ 135 △ 131 △ 4 △ 143

固  定  資  産 82,319 82,218 100 84,358

有 形 固 定 資 産 65,964 64,416 1,548 65,352

建 物 ･ 構 築 物 32,726 32,469 256 33,154

機 械 装 置 17,919 16,856 1,062 17,615

そ の 他 の 償 却 資 産 833 727 105 712

土 地 13,833 13,833 △ 0 13,833

建 設 仮 勘 定 652 528 123 36

無 形 固 定 資 産 345 354 △ 8 401

投     資     等 16,008 17,448 △ 1,439 18,604

投 資 有 価 証 券 11,222 12,428 △ 1,206 13,557

長 期 貸 付 金 1,441 1,575 △ 134 1,521

子 会 社 株 式 2,963 2,963 － 2,950

固 定 化 営 業 債 権 322 320 2 320

そ の 他 の 投 資 等 1,329 1,428 △ 98 1,523

貸 倒 引 当 金 △ 1,271 △ 1,268 △ 2 △ 1,268

資   産   合   計 121,238 121,440 △ 202 123,232

 (注） 「グル－プ内預入金」は、当社グル－プ内の資金を一元化して効率活用することを目的とした、
    当社全額出資の子会社である(株）昭産ビジネスサ－ビスへの預入金であります。

＜注記事項＞

有形固定資産減価償却累計額 112,173 110,831 1,342 108,942

保証債務 13,233 13,993 △ 760 13,063

自己株式の数（単位：株） 220 2,505 △ 2,285 936
    〃   価額 0 0 △ 0 0

(自己株式消却）

消却株式数（単位：株） 2,669,000 3,920,000 △ 1,251,000 865,000

株式の取得価額の総額 591 728 △ 137 159
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１－(１)． 中間貸借対照表（続き）

『負債・資本の部』 （百万円未満切捨て）

（当中間期） （前  期） （前年中間期）

科  目 平成13年9月30日 平成13年3月31日 増  減 平成12年9月30日

負   債   の   部 74,467 73,419 1,047 74,109

流  動  負  債 51,590 39,437 12,152 37,936

支 払 手 形 4,452 2,000 2,451 1,619

買 掛 金 9,074 9,133 △ 58 8,217

短 期 借 入 金 15,578 16,576 △ 998 15,534

ｺ ﾏ - ｼ ｬ ﾙ ﾍ ﾟ - ﾊ ﾟ - 4,700 3,400 1,300 4,500

社債（1年以内償還予定） 10,000 － 10,000 －

未 払 費 用 2,730 2,583 147 2,701

未 払 法 人 税 等 21 22 △ 0 21

賞 与 引 当 金 879 907 △ 28 951

そ の 他 の 流 動 負 債 4,152 4,813 △ 661 4,390

固  定  負  債 22,876 33,981 △ 11,105 36,173

社 債 － 10,000 △ 10,000 10,000

長 期 借 入 金 14,351 14,686 △ 335 16,020

預 り 保 証 金 敷 金 1,475 1,531 △ 55 1,522

繰 延 税 金 負 債 3,692 4,464 △ 772 5,015

退 職 給 付 引 当 金 2,599 2,566 32 2,975

役員退職慰労引当金 758 733 25 640

資   本   の   部 46,771 48,021 △ 1,250 49,122

資    本    金 12,778 12,778 － 12,778

法  定  準  備  金 13,474 14,065 △ 590 14,576

資 本 準 備 金 10,279 10,871 △ 591 11,440

利 益 準 備 金 3,194 3,194 0 3,136

剰    余    金 21,216 21,137 78 21,070

任 意 積 立 金 18,258 18,651 △ 392 18,651

中 間 未 処 分 利 益 2,958 2,486 471 2,419

<うち中間(当期)純利益> <681> <1,706> <△ 1,024> <1,005>

その他有価証券評価差額金 △ 697 40 △ 738 696

負債及び資本合計 121,238 121,440 △ 202 123,232

24



１－(２)．中間損益計算書

（百万円未満切捨て）

（当中間期） （前年中間期） （前  期）

科    目 平成13年4月1日 平成12年4月1日 増  減 平成12年4月1日～

～平成13年9月30日 ～平成12年9月30日 平成13年3月31日

売 上 高 62,792 63,042 △ 250 125,843

営  業  費  用 61,407 60,698 709 121,413

売 上 原 価 49,368 48,661 706 97,583

販売費及び一般管理費 12,039 12,036 2 23,829

営    業    利    益 1,384 2,344 △ 959 4,430

営 業 外 収 益 997 590 407 967

受取利息及び配当金 164 203 △ 39 280

そ の 他 833 386 446 687

営 業 外 費 用 829 843 △ 13 1,731

支 払 利 息 242 263 △ 21 552

退 職 給 付 費 用 426 426 0 853

そ の 他 160 152 7 325

経    常    利    益 1,552 2,091 △ 538 3,666

特  別  利  益 159 250 △ 91 271

固 定 資 産 売 却 益 159 0 158 3

投資有価証券売却益 － 229 △ 229 235

貸倒引当 金戻 入額 － 20 △ 20 32

特  別  損  失 429 550 △ 120 787

固 定 資 産 除 却 損 414 93 321 266

子 会 社 整 理 損 － 97 △ 97 99

固 定 資 産 評 価 損 － 118 △ 118 118

投資有価証券評価損 － 240 △ 240 243

出 資 金 評 価 損 15 － 15 59

税引前中間(当期)純利益 1,282 1,791 △ 509 3,149

法人税、住民税及び事業税 20 20 － 54

法 人 税 等 調 整 額 580 766 △ 185 1,389

中間(当期)純利益 681 1,005 △ 324 1,706

前 期 繰 越 利 益 2,277 1,413 863 1,413

中  間  配  当  額 － － － 575

利益準備金積立額 － － － 57

中間（当期）未処分利益 2,958 2,419 538 2,486
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１－(３)．重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの……………………… 中間決算末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

時価のないもの……………………… 移動平均法による原価法

２.デリバティブの評価基準………………… 時価法

３.たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品・商品・仕掛品………………… 先入先出法による原価法

原料・貯蔵品………………………… 移動平均法による原価法

４.固定資産の減価償却方法

有形固定資産

建物（除く建物附属設備）

及び貸与資産の一部………………… 定額法

その他の有形固定資産……………… 定率法

無形固定資産

ソフトウェア………………………… 利用可能期間（５年）に基づく定額法

その他の無形固定資産……………… 定額法

５.重要な引当金の計上基準
貸倒引当金…………………………… 一般債権については貸倒実績率による見積額を、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を検討し、計上しています。

賞与引当金…………………………… 従業員の賞与支給に備えるため、その支給見込額のう

ち当中間期の負担額を計上しています。

退職給付引当金……………………… 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間期末

において発生していると認められる額を計上してお

ります。

なお、会計基準変更時差異（８，５３７百万円）につ

いては、１０年による按分額を費用処理しております。

また、数理計算上の差異については、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）に

よる按分額を、それぞれ発生の翌期から費用処理して

おります。

役員退職慰労引当金………………… 役員及び執行役員の退職により支給する退職慰労金

に充てるため、役員退職慰労金の支給内規及び執行役

員退職慰労金の支給内規に基づく中間期末要支給額

相当額を計上しています。
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６.外貨建の資産又は負債の
本邦通貨への換算基準…………………… 外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。

７.リ－ス取引の処理方法…………………… リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リ－ス取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。

８．ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法………………… 外貨建予定取引については繰延ヘッジ処理によって

おります。

なお、金利スワップについては特例処理によっており

ます。

      
② ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段            ヘッジ対象

為替予約             外貨建予定取引
 金利スワップ         借入金、債券

③ ヘッジ方針………………………… 当社内部規定に基づき、原料輸入に係る為替変動リス

ク及び借入金等に係る金利変動リスクをヘッジして

おります。

９.消費税等の会計処理……………………… 税抜方式によっております。



部門別売上高明細表

(百万円未満切捨て）

（当中間期） （前年中間期） （前  期）

平成13年4月1日～ 平成12年4月1日～ 増    減 平成12年4月1日～

平成13年9月30日 平成12年9月30日 平成13年3月31日

金  額 ％ 金  額 ％ 金  額 ％ 金  額 ％

製    粉 16,408 26.1 16,298 25.8 110 0.7 32,738 26.0

油    脂 16,944 27.0 16,308 25.9 635 3.9 33,233 26.5

ぶどう糖 8,300 13.2 7,943 12.6 357 4.5 15,194 12.1

食    品 7,879 12.5 8,741 13.9 △ 862 △ 9.9 16,513 13.1

冷凍食品 1,350 2.2 1,492 2.4 △ 142 △ 9.5 3,202 2.5

飼料畜産 9,190 14.6 9,388 14.8 △ 197 △ 2.1 19,159 15.2

倉    庫 1,932 3.1 2,070 3.3 △ 138 △ 6.7 4,203 3.3

事業開発 786 1.3 798 1.3 △ 12 △ 1.5 1,598 1.3

合    計 62,792 100.0 63,042 100.0 △ 250 △ 0.4 125,843 100.0

部    門
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